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京都府最低賃金は、１４円アップで時間額７７３円に

―京都地方最低賃金審議会が引上げの答申－
京都地方最低賃金審議会（会長  久本憲夫 京都大学公共政策大学院教授）は、京都府最低賃金(時間額７５９円)を１４円引上げて７７３円にすることが適当であると、本日(８月２６日)京都労働局長に答申した。

京都労働局長は、この答申に基づき、速やかに改正決定に関わる所要の手続きを進める。

	答申の要旨

①　京都府最低賃金を、1時間７７３円(１４円引上げ)に改定する。

②　改定額の効力発生は法定どおりとする。(平成２５年１０月２４日発効の予定)
③　中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金(業務改善助成金)が京都府内において
　適用されるよう制度の見直しを図るなど、中小企業・小規模事業者の生産性の向上
をはじめとする支援等の拡充に取り組むことを強く要望する。
④　行政機関が民間企業に業務委託を行っている場合に、年度途中の最低賃金改定に
よって当該業務委託先における最低賃金の履行確保に支障が生じることがないよ
う、発注時における特段の配慮を要望する。


<答申までの経過>
  平成２５年７月９日、京都労働局長は京都地方最低賃金審議会に対して京都府最低賃金の改正決定に係る調査審議を求めた(諮問)。

同審議会はこれを受けて、８月７日に示された中央最低賃金審議会の「平成２５年度地域別最低賃金額改定の目安について」を参考とし、併せて、「経済財政運営と改革の基本方針」（平成２５年６月１４日閣議決定）及び「日本再興戦略」（同日閣議決定）にも配意しつつ、慎重に調査審議を重ねた結果、本日(８月２６日)答申がまとめられたものである。

　※今後の手続き
　　　１　答申に対する異議の申出の受理（異議の申出期間は９月１０日まで）

　　　２　京都地方最低賃金審議会における異議の取り扱い審議（異議申立てのある場合）
　　　３　異議に対する審議会の答申が得られれば、最も早い官報公示日は９月２４日、発

　　　　　効日は１０月２４日を予定
　※過去の最低賃金の改定状況

	年度
	最低賃金額
	引上げ額
	引上げ率(％)

	平成16年
	678
	1
	0.15

	平成17年
	682
	4
	0.59

	平成18年
	686
	4
	0.59

	平成19年
	700
	14
	2.04

	平成20年
	717
	17
	2.43

	平成21年
	729
	12
	1.67

	平成22年
	749
	20
	2.74

	平成23年
	751
	2
	0.27

	平成24年
	759
	8
	1.07

	平成25年
	773
	14
	1.84
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